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 ～ 足元の主要組み入れ銘柄の状況と今後の見通し ～ 
「次世代金融テクノロジー株式ファンド」（愛称 ブロックチェーン・金融革命）(以下、当
ファンド）は2019年1月30日に設定され運用を開始致しました。 
足元の主要組み入れ銘柄の状況および今後の見通しと運用方針について、ご報告申し
上げます。 

ポートフォリオ特性（2019年2月14日時点） 

【業種別構成比率】 【国別構成比率】 

※国別・業種別構成比率はマザーファンドベースです。 

基準価額の推移 

2019年2月26日作成 

10,685円 

(円) 

・期間：2019年1月30日～2019年2月25日 
※ 基準価額の計算において信託報酬は控除されています。 

コミュニケーション・ 
サービス 

※上記は過去の実績を示したものであり将来の運用成果を示唆・あるいは保証するものではありません。 
当資料最終ページのファンドの主なリスクと留意点等を必ずご確認くださいますようお願いいたします。 
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  銘柄名 国・ 業種 銘柄概要 地域 

1 ブラック・ナイト  米国 情報技術 
住宅ローン会社向けIT支援 
住宅ローンに関する基幹業務全体のワークフローの
自動化や不動産データと分析機能を組み合わせた
住宅ローンの処理・技術ソリューションを提供。 

2 インターコンチネンタル・ 
エクスチェンジ 米国 金融 

電子取引所運営 
エネルギー関連や農産物、貴金属、排出権、株価
指数、外国為替、金利、CDSなどの多様なデリバ
ティブ取引を提供。 

3 IHSマークイット 英国 資本財・ 
サービス 

産業調査・金融情報提供 
各種産業調査やPMI（購買担当者景気指数）
などの金融情報、分析ツール、ソリューションなどを提
供。 

4 ワールドペイ 米国 情報技術 
電子決済サービス 
店舗内、オンライン、固定電話、スマートフォンなどを
通じたクレジットカードおよびデビットカード決済を提
供。 

5 エクイニクス 米国 不動産 

データセンター運営（リート投資法人） 
世界最大級のネットワークに接続されたデータセン
ターにより世界中の企業に相互接続の場を提供。
日本国内は東京と大阪にオフィスとデータセンターを
展開。 

6 WEX 米国 情報技術 
法人カードサービス 
「WEX Fleet Card」でガソリンの支払いや車両メン
テナンスなどの決済処理サービスを提供。 

7 ビザ 米国 情報技術 
決済システム 
世界最大のクレジットカードブランド。直接カードを発
行しないため信用リスクを負わない。加盟店からの手
数料が収益源。 

8 アリババ・グループ・ 
ホールディング 中国 一般消費財・

サービス 

電子商取引・ITサービス 
「Alibaba.com」で企業間電子商取引事業を展
開。オンラインショッピング｢タオバオ｣や小売業者向け
｢Tモール｣などを運営。 

9 フィデリティ・ナショナル・ 
インフォメーション・サービシズ 米国 情報技術 

業務処理アウトソーシング・ソフトウエア・IT
支援 
金融機関向け銀行業務処理、口座管理、自動車
ローン審査、リスク管理、IT構築向けソフトウエアなど
を提供。 

10 インテュイット 米国 情報技術 
会計・税務ソフトウェア・クラウドサービス 
中小企業向けクラウド会計ソフト「QuickBooks」が
コア・ブランド。確定申告ソフト｢Turbo Tax｣や会
計専門家向け｢ProConnect｣なども展開。 
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※組み入れ上位10銘柄はマザーファンドベースです。 

組み入れ上位10銘柄（2019年2月14日時点） 

印はブロックチェーン関連銘柄 

※上記は過去の実績を示したものであり将来の運用成果を示唆・あるいは保証するものではありません。 
また、記載銘柄の推奨および個別銘柄の売買の推奨を行うものではありません。 

当資料最終ページのファンドの主なリスクと留意点等を必ずご確認くださいますようお願いいたします。 
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 ブラック・ナイト（米国） 

IHSマークイット（英国） 

   主に金融機関向けに分析・業務支援
ツールなどを提供しているソフトウェア企業。
住宅ローン関連のデータ提供や効率化
ソリューションに強みを有する。 

   住宅ローンの組成プロセスなどに必要
なデータ（担保物件の評価・リスク分
析）や、返済状況やローン残高管理の
自動化などといった効率化ソリューション
を提供している。住宅ローンに関連した
煩雑な手続きの効率化は金融機関と
借り手の双方にとって需要があり、同社
のソフトウェアの利用率は増加基調。 

   収益の大半は定期課金収入であり、
安定した収入源を有している。 

 

   英国の調査会社。金融機関や市場
関係者向けに経済データやマーケット
データなどの専門データの収集・分析サー
ビスを提供している。 

   収益の大半が長期契約に基づいた
定期課金収入であり、安定した収益源
を確保。安定したビジネスにブロック
チェーンを用いた先進的なサービスが加
わることで、中期的な業績成長が期待
できる。 

   ブロックチェーン技術を活用したローン組
成のプラットフォームを開発中。ブロック
チェーン技術を活用してローン組成プロセ
スの簡素化を目指している。 

  将来的にはローンだけでなく、様々な
金融取引にブロックチェーン技術を活
用する方針を示しており、中長期的には
ブロックチェーン関連事業が同社の業
績成長に貢献する見通し。 

~
~

時点の予想値 (I/B/E/S集計)

【　ブラック・ナイトのEPSと株価の推移　】

・出所:  トムソン・ロイターより作成
・期間(株価): 2019年2月22日2016年1月1日
・期間(実績EPS): 2016年度 2018年度
※2019年度以降の予想EPSは 2019年2月22日

0

20

40

60

80

100

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

2016年1月1日 2018年1月1日 2020年1月1日

実績EPS(左軸) 予想EPS(左軸) 株価(右軸)（ドル） （ドル）

※上記は過去の実績を示したものであり将来の運用成果を示唆・あるいは保証するものではありません。 
また、記載銘柄の推奨および個別銘柄の売買の推奨を行うものではありません。 

当資料最終ページのファンドの主なリスクと留意点等を必ずご確認くださいますようお願いいたします。 

~
~

時点の予想値 (I/B/E/S集計)

【　IHSマークイットのEPSと株価の推移　】

・出所:  トムソン・ロイターより作成
・期間(株価): 2019年2月22日2014年12月1日
・期間(実績EPS): 2014年度 2018年度
※2019年度以降の予想EPSは 2019年2月22日
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ビザ（米国） 

ASX（オーストラリア） 

   クレジット/デビットカードの決済ネット
ワークを手掛ける米国企業で、世界中の
個人や企業、金融機関、政府機関を
対象に決済サービスを提供している。 

   決済ネットワークは参入障壁の高い産
業で、その中において高い市場シェアを
有している。世界中でキャッシュレス化が
進むなど、フィンテックの進展によって同
社のクレジット/デビットカードの利用率
は増加基調。 

   2019年の前半にブロックチェーン技術
を活用した企業向けの国際送金システ
ムによる「Visa B2B Connect」を商用
化予定。ブロックチェーン技術を活用し
た新しい送金システムで国際間送金に
かかるコストの大幅削減が注目されて
いる。 

   オーストラリアの証券取引所を運営する
企業で、株式・デリバティブ・債券の取引
所や、証券取引に関わる清算や決済
サービスを提供している。 

   取引プラットフォームのデジタル化にいち
早く着手するなど、先進的な技術を活用
した利便性の高い取引所として認識され
ており、国内において高い市場シェアを有
している。 

   現在、ブロックチェーン技術を活用した
新しい証券取引システムの導入を進め
ている。ブロックチェーン技術を証券取
引に活用することで、取引の透明性向
上、取引コストの低下、受渡日の短縮
などが実現できる見通し。 

 

~
~

時点の予想値 (I/B/E/S集計)

【　ビザのEPSと株価の推移　】

・出所:  トムソン・ロイターより作成
・期間(株価): 2019年2月22日2008年10月1日
・期間(実績EPS): 2008年度 2018年度
※2019年度以降の予想EPSは 2019年2月22日
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~
~

時点の予想値 (I/B/E/S集計)

【　ASXのEPSと株価の推移　】

・出所:  トムソン・ロイターより作成
・期間(株価): 2019年2月22日1999年7月1日
・期間(実績EPS): 1999年度 2018年度
※2019年度以降の予想EPSは 2019年2月22日
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※上記は過去の実績を示したものであり将来の運用成果を示唆・あるいは保証するものではありません。 
また、記載銘柄の推奨および個別銘柄の売買の推奨を行うものではありません。 

当資料最終ページのファンドの主なリスクと留意点等を必ずご確認くださいますようお願いいたします。 
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･出所：ニューバーガー・バーマン・インベストメント・アドバイザーズ・エルエルシー提供資料より作成
･期間：2017年～2030年（2018年以降は予想値）
※1：ブロックチェーン技術を活用した「コンサルティング」、「ソフトウェア」、「サービス」の売上高の合計
※2：1ドル＝110.78円（2019年2月22日のTTM）にて換算

世界のブロックチェーン関連売上高※1の推移
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今後の見通しと運用方針 

引き続き、次世代金融テクノロジーの普及によって業績面で恩恵を受ける企業を選定
します。 
 

次世代金融テクノロジーは、決済や送金、資産運用などの「お金」に関連するサービスの
利便性の向上に貢献しており、金融サービスとテクノロジーの融合は中期的な成長テー
マとして注目されています。中でもブロックチェーン技術に関連した産業は、黎明期では
あるものの、長期的に大きな成長市場になる可能性があると考えています。 
 

次世代金融テクノロジー関連企業が備えている高い成長力とバリュエーションを総合的
に判断して銘柄選定を行います。イノベーションの中心地である米国において豊富な
投資機会があること、またアジアにおいては既存の金融サービスの普及率が相対的に
低く次世代サービスの浸透が急ピッチで進んでいることを背景にポートフォリオでは北
米とアジアの投資比率が高位となっています。 
 

また、次世代金融テクノロジーは、SDGs（持続可能な開発目標）でも掲げられてい
る社会的課題の解決に向けて有効な解決手段になり得るといえます。金融サービスへ
のアクセスはその不平等や非効率が経済的な格差を生む要因となることから、イノベー
ションによってこうした問題を解決することで、持続可能な社会の構築を後押しすることが
可能になると考えます。このように社会的要請の強いビジネスへの潜在的な需要は巨大
であり、中期的に関連企業にとって大きな事業機会になると考えています。 
 

※上記は過去の実績を示したものであり将来の運用成果を示唆・あるいは保証するものではありません。 
当資料最終ページのファンドの主なリスクと留意点等を必ずご確認くださいますようお願いいたします。 
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当資料は損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社（以下、弊社）により作成された販売用資料であり、法令に基づく開示書類ではあ
りません。投資信託は金融機関の預金と異なりリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します。したがって、元本、分配金の保
証はありません。信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。投資信託は、預金や保険契約と異なり、預金保険・保険契
約者保護機構の保護の対象ではありません。証券会社以外の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の保護の対象
ではありません。当資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありま
せん。当資料に記載された意見等は予告なしに変更する場合があります。また、将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場
合があります。投資信託の設定・運用は委託会社が行います。お申込みの際には、投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめまたは同時
にお渡ししますので、詳細をご確認の上、お客さま自身でご判断ください。なお、お客さまへの投資信託説明書（交付目論見書）の提供は、販売
会社において行います。 

■販売会社（順不同、○は加入協会を表す） 2019年2月25日 現在

販売会社名 区分 登録番号 日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資顧問

業協会

一般社団法人
金融先物取引

業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

備考

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○
岡三オンライン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第52号 ○ ○ ○
楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○
木村証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第6号 ○
株式会社新生銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

＜備考欄の表示について＞
※１　記載の日付より新規お取扱いを開始します。
※２　記載の日付以降の新規お取扱いを行いません。
※３　新規のお取扱いを行っておりません。 ・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。

次世代金融テクノロジー株式ファンド(愛称：ブロックチェーン・金融革命)

＜ご留意事項＞
・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。
・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを行っている場合があります。
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